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1．調査の目的 

企業における女性活躍の現状や意識等を、経営者、社員別に経年的に把握し、今後の女性活躍に向け

た施策をより一層充実させるとともに、「第５次島根県男女共同参画計画」の基礎資料とすることを目

的とし、計画策定の前年度に実施している。 

2．実施概要 

（１）調査設計 

①調査の範囲および対象：島根県内の常用雇用者数が５人以上の企業 

②標本数と標本抽出方法：島根県内の企業の産業分類および従業員規模別の割合に基づき、 

1,000 社を無作為抽出 

③調査の方法：郵送配布、郵送またはインターネットによる回答 

経営者向け１通、社員向け２通（女性社員向け、男性社員向け各１通）を送付 

④実施時期：令和７年６月６日調査票発送 

令和７年６月２０日回答締切 

⑤調査の内容： 

女性の管理職登用意向やその現状、結婚・出産・育児を理由とした女性の離職等の状況、女性が 

働きやすい職場環境づくりのための課題など、企業における女性活躍の現状や課題について、経 

営者向け全 21 問、社員向け全 20 問のアンケート調査。 

(２)回収結果 

回収数：経営者向け  337 件（回収率 33.7％） 

社員向け   644 件（回収率 32.2％） 

うち、女性社員 356 件（回収率 35.6％） 

男性社員     286 件（回収率 28.6％） 

その他       ２件 

【調査結果の見方】 

 アンケート調査結果は、回答数と構成比(％)で表記している。 

 設問ごとに「無回答」や「不明･無効」を除いた有効回答数をもとに集計している。このた

め、設問によって回答数の合計が異なることがある。 

 構成比(％)は、小数点第二位を四捨五入により端数処理しているため、構成比の合計が 100％

にならない場合がある。 

 複数回答の設問については、集計表の一番下の列の“計”の回答数は有効回答数の合計を表して

いるので、各項目の回答数の合計とは一致しない。また、構成比の合計は 100％を超えること

がある。 

 平均値は、小数第二位を四捨五入により端数処理しているため、合計が合わない場合がある。 

 前回調査との比較では、前回調査で存在しなかった選択肢についてもグラフに反映しているた

め、正確には数値比較ができない場合がある。  

１．アンケート実施要領および回収状況 
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 回答企業は、「松江市」、「出雲市」、「浜田市」、「益田市」の順に多い。 

 業種は、「建設業」、「医療、福祉」、「製造業」、「卸売業、小売業」の順に多い。 

 こうした結果は、概ね実際の企業立地、産業構造を反映している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2．経営者向けアンケート調査結果 
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 回答企業の正規・非正規を合わせた平均社員数は 30.4 人で、内訳は、女性は正規社員が 7.5    

人、非正規社員が 4.8 人、男性は正規社員が 15.0 人、非正規社員が 3.1 人となっている。 

 正規社員の平均勤続年数は、女性が 12.6 年、男性が 13.3 年となっている。 

 正規・非正規を合わせた社員数を規模別でみると、10～29 人規模の企業が 36.6％で最も多く、   

次いで 9 人以下が 34.8％、30～49 人が 12.0％となっている。 

 役員数の平均は女性 0.8 人、男性 2.7 人、管理職員数の平均は女性 1.4 人、男性 4.7 人でいず 

れも男性の方が多い。   
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 回答企業にある部門のうち、「営業」は 66.1％、「情報処理」は 58.8％、「現場技術・作業」は

50.9％が、女性がいないとの回答になった。逆に「人事・総務・経理」、「販売・サービス」は女

性のいない割合がそれぞれ 5.8％、9.8％となっており、女性がいる割合が高い。 

 今後女性を増やそうと思っている割合は、もともと女性のいる割合が高い「人事・総務・経理」

を除いてどの部門でも 3 割以上となっており、「研究・開発・設計」では 7 割を超えている。 

 Ｒ元年度に行った島根県の「職場における女性の活躍に関するアンケート調査」（以下、「Ｒ元

調査」という。）と比較すると、「販売・サービス」と「その他」を除き、全ての部門で女性のい

ない割合が高くなっている。また、女性を増やそうと思っている割合が、「製造」を除き、全て

の部門で前回よりも高くなっている。 
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 女性を増やそうと思っている部門があると回答した企業に、実際に行っている女性の就職希望者

を増やす取組（全て）を聞いたところ、「特に行っていない」が 76.8％で最も多く、取組を行って

いるなかでは「会社案内、HP・SNS 等で社内で活躍している女性の紹介をしている」が 11.5％

で多くなっている。 

 Ｒ元調査と比較すると、概ね同様の傾向が見られる。 
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 実際に行っている職域拡大の取組（全て）を聞いたところ、「柔軟な働き方のできる休暇制度や

就業規則などの見直しを行っている」が 57.5％で最も多く、次いで、「職種・部門や性別にかか

わらず研修に参加させる等の人材育成を行っている」（32.5％）、「職場の環境整備（女性専用の

休憩室やロッカーの整備など）を行っている」（32.2％）と続いた。 

 Ｒ元調査に比べ、「特に行っていない」と回答した企業の割合が 10.3 ポイント減少し、女性の

職域拡大に向けて何らかの取組を行っている企業が増加した。 
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 女性を積極的に登用しようと考えているか聞いたところ、「性別に関わらず能力のある人材を登

用していきたい」が 84.1％で、「できるだけ女性の登用は避けたい」は 3.7％となった。 

 Ｒ元調査と比較すると、「女性を積極的に登用していきたい」と回答した企業の割合がやや高くな

った一方、「できるだけ女性の登用は避けたい」と回答した企業の割合も若干高くなっている。 
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 問 6 で「女性を積極的に登用していきたい」または「性別にかかわらず能力のある人材を登用

していきたい」と回答した企業に、女性の管理職登用を増やす取組内容（全て）を聞いたとこ

ろ、「特に行っていない」が 62.5％で最も高く、次いで、「各種研修等への女性の参加を奨励し

ている」が 26.7％となった。 

 Ｒ元調査と比較すると、「特に行っていない」と回答した企業の割合が 12.5 ポイント増加した

一方、「人事考課基準、昇進・昇格基準等を作成している」が 12.9 ポイント、「モデル（模範）

となる女性の育成および提示を行っている」、「メンター制度を導入している」が６ポイント増

加した。 
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 女性社員に管理職への登用を打診し断られたことがあるかどうか聞いたところ、「断られたこと

がある」が 15.8％であった。 

 Ｒ元調査と比較すると、「断られたことがある」が 12.3％から 15.8％と 3.5 ポイント増加してお

り、「そもそも打診したことがない」は 2.8 ポイント減少している。 
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 問 8 で「断られたことがある」と回答した企業に、断られた理由を聞いたところ、「そこまでの

働き方を望んでいない」が 36.2％で最も多く、次いで、「能力的に自信がない」（23.4％）、「仕

事と家庭生活の両立が困難になる」(21.3％)と続いた。 

 Ｒ元調査と比較すると、「能力的に自信がない」が 29.2 ポイント減少している一方で、「そこま

での働き方を望んでいない」は 17.8 ポイント増加している。 
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 令和 6 年 4 月から令和 7 年 3 月の 1 年間における育児・介護休業等の諸制度の対象者の有無およ

び利用の有無について聞いたところ、育児休業制度が対象者、利用者ともに最も多くなった。 

 利用者を男女別にみると、全ての制度において女性の利用者の方が多くなっている。 

 利用者の有無についてＲ元調査と比較すると、「子の看護休暇制度」、「介護休暇制度」、「変則時間

勤務（フレックスタイム制）」で利用した人がいる割合が高くなっている。 

 諸制度について就業規則に定めているかどうか聞いたところ、「育児に関する休暇」と「変則時間

勤務（フレックスタイム制）」を除き、全ての制度で 8 割以上の企業が就業規則に定めている。 
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 その他の諸制度について制度の有無を聞いたところ、「退職者の再雇用制度」が 66.4％で最も多

く、次いで「非正規雇用から正規雇用への登用制度」が 51.4％と続いた。 

 制度がある場合に、令和 4 年 4 月から令和 7 年 3 月までの 3 年間における利用者の有無について

聞いたところ、「退職者の再雇用制度」は男性の利用者が多く 48.4％、「短時間正社員制度」は女

性の利用者が多く 44.3％となった。 
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 令和 4 年 4 月から令和 7 年 3 月までの 3 年間において、結婚・出産・育児を理由に離職等をした

正規雇用の女性社員の有無を聞いたところ、「結婚・出産したり育児中の女性社員がいない」が

56.6％で最も多く、次いで、「離職したり非正規雇用になった女性社員がいない」が 47.5％と続い

た。「離職した女性社員がいる」と回答した企業は 10.4％であった。 

 問 13 で「離職した女性社員がいる」または「正規社員からパート社員等の非正規雇用になった

女性社員がいる」と回答した企業に、本人が離職または非正規雇用を選んだ理由を聞いたところ、

「配偶者（結婚予定の相手を含む）が遠方にいるため、転勤になったため」が 42.5％で最も多く、

次いで、「会社に制度はあるが、社員本人が仕事と家庭の両立が困難と感じたため」（27.5％）、「家

事・育児に専念するため」（25.0％）と続いた。 
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 家族の介護をしている社員、介護と仕事の両立支援制度を利用している社員の有無（全て）につ

いて聞いたところ、「介護をしている社員はいない」が 51.5％で最も多く、半数以上を占める。

次いで、「制度は利用していないが、家族の介護をしている社員がいる」（21.0％）、「介護をして

いる社員がいるかもしれないが、把握できていない」（18.3％）と続いた。 
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 女性の活躍推進のために取り組んでいること（全て）を聞いたところ、「特に行っていない」が

67.7％で、全体の 3 分の 2 以上を占めている。 

 何らかの取組を行っているなかでは、「職場環境・風土の改善（男女の役割分担意識に基づく慣行

の見直し）を行っている」が最も多く、次いで、「社員に対し、女性の能力発揮の重要性について

啓発を行っている」、「経営計画に女性の活躍推進を記載している」の順となっている。 

 Ｒ元調査と比較すると、ほぼ同様の傾向が見られる。 
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 女性の活躍を推進する上での課題（3 つまで）を聞いたところ、「女性の人材が不足している」と

「出産や育児で⾧期休業したときの代替要員の確保が困難である」がともに 30.2％と多い。 

 Ｒ元調査と比較すると、「女性が担当できる仕事が限られている」、「出産や育児で⾧期休業した

ときの代替要員の確保困難である」の回答が 10 ポイント以上減少している。 

 

 



22 

 

 女性の活躍を推進するために期待される行政施策（3 つまで）を聞いたところ、「子育て環境（保

育所等）を整備する」が 43.0％で最も多く、次いで、「行政が率先して、女性の活躍推進に取り組

む」（26.8％）、「女性活躍の先進事例・メリット等の情報を企業に提供する」（16.1％）と続いた。 

 Ｒ元調査と比較すると、いずれも「子育て環境（保育所等）を整備する」に対する期待が最も高

いが、9.5 ポイント減少している。また、「企業における女性の再雇用の取組を支援する」は 15.4

ポイント減少している。 
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 令和 8 年 3 月で期限を迎える女性活躍推進法が、現在開会中の国会（調査実施の令和 7 年 6 月時

点）において、令和 18 年 3 月まで 10 年間延⾧される議論がされていることを知っているか聞い

たところ、「法律の名前を聞いたことはあるがよく知らない」が 38.0％と最も多く、次いで「法

律は知っているが延⾧についての議論を知らない」が 29.3％、「法律を知らない」が 27.8％と続

いた。 
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 労働者が 100 人以下の企業に対し、「一般事業主行動計画」の策定について聞いたところ、「一般

事業主行動計画を策定済みである」が 13.2%、「今後、一般事業主行動計画を策定する予定であ

る」が 4.9％となった。 

 他方、「一般事業主行動計画を策定する予定はない」が 55.4％と半数以上を占め、「一般事業主行

動計画を策定するに当たっての支援があれば、検討したい」が 26.5％と続いた。 

 Ｒ元調査と比べると、「一般事業主行動計画を策定するに当たっての支援があれば、検討したい」

が 11.1 ポイント減少し、「一般事業主行動計画を策定する予定はない」が８ポイント増加、「一般

事業主行動計画を策定済みである」が 4.8 ポイント増加した。 
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 職場における女性の活躍推進について、自由回答で聞いたところ、以下のような意見があっ

た。 

自由意見 

 女性は職場と家事と二刀流で、これ以上の活躍は負担が大きすぎると思います。ただし、本人が

望むならいくらでも道は開けると思います。 

 上司になりやすい様な会社の仕組みがもっともっとあれば良い。女性だから上司になるのは駄

目、という考えは無しにしないと。大手ばかりでなく中小企業もです。建設関係でも、入社出来

て希望を持てるように学生に良さを伝えて欲しいです。 

 当社の主な業務形態は、早朝～深夜におよび、かつ 365 日営業する形態であるため、循環交代勤

務（シフト制）になり、子育てには高いハードルになっている事は認識している。会社として、

シフト制の職場に配置されている女性が、子育て等により業務に支障が出る場合は、配置転換に

よりシフト制ではない職場に異動させる等配慮しているが、人員的に全ての要望に応えるのは難

しい。 

 女性の労働衛生環境向上のために、女性特有の身体的なハンデを補う取組が必要であると思う。

朝の通勤時間を子育て世帯に限って通常より 30～40 分遅くし、退社時間においても学童のお迎え

時刻に間に合うように、30 分早くすること。このことをする企業を支援し、また個人に不利益が

ないような支援が必要だと思う。 

 有給の時間単位の利用が、女性従業員にうまく活用されている。この制度に切り替えてから、女

性社員から自由に子どもや家事に時間が使えるようになったと喜びの感想がもらえた。 

 本人も意欲があり、当方としても人手不足なのに、130 万円の壁を越えないように仕事をセーブ

している。将来的には自分の為であると行政にも大いに広報してほしい。 

 男性の意識改革が必要。島根県は共働き世帯が多いので、家事や育児を男性がもっと時間をさく

べき。人材の地産地消ではないが、大学や企業が地元の人を受け入れ、地元で採用できるスキー

ムができると良いと思う。地方の人材(特に出産、子育て世代)が都市部や大企業に流れるのを食

い止めたい。 

 当事業所は女性が主な職場です。事業所が女性の時短勤務をすることは良いことですが、パート

ナーが居る場合には、パートナーの男性にも家事、育児、介護にも負担いただき、女性のキャリ

アに支障がないようにも配慮することを家庭内で話し合っていただいた方が良いと思います。時

短勤務を推奨されるよりは、今まで通りの働き方ができる家庭内での話し合いと男性側の会社か

らの配慮が欲しいです。最近は学校行事が平日に多く、行事が重なると職員が少なく、子どもの

いない職員に負担がかかる。 

 当法人については保育施設の運営が主の法人であるため、職員の 9 割が女性で、女性の活躍推進

というよりは、むしろ男性の活躍推進を考えていかなければならない。 

 法人としましては、女性職員は財産であります。今後も性差に問わず職員の能力が充分に発揮で

きるようにしっかりサポートし地域貢献に努めて参ります。 
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 女性活躍について、いろいろな面でご支援いただき、女性が活躍できるような風土が会社の中で

できつつあると感じています。これを機会に、女性のみでなく、社員全員が役割をもち、自分な

りに活躍できる場がある。そういった会社の風土を確実に作り上げていきたいと思います。その

土台は、お互いの立場を尊重し、思いやりのある人間関係を作り上げる事。 

 特に男性女性の区別は無く、業務意欲があれば積極的に登用したいと考えています。 

 当社は業種により女性の比率が圧倒的に多い事から、取立てて活躍推進を叫ばずとも、大いに活

躍頂ける場であるとの認識があります。ただ、女性社員の平均年齢が 65 才と高齢化しており、次

代の担い手不足（男女問わず）が深刻化しております。 

 女性の活躍推進以前に根本的な解決をしない限り中小企業の成⾧もなければ逆に失業者が増える

だけ。 
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 回答者数は、女性 356 人、男性 286 人であった。 

 配偶者の有無を聞いたところ、男女ともに「配偶者がいる（事実婚･パートナー等を含む)」が 3

分の 2 以上を占めた。 

 高校生以下の子どもの有無について聞いたところ、「子どもがいる」と回答した方の割合は 5 割

弱であった。 

 「子どもがいる」と回答した方のうち、親の協力が「得られる」と回答した方は、男女ともに約

8 割を占めた。 

 世帯構成は、男女ともに「親子二世代にわたる世帯（高校生以下の子どもがいる）」が最も多く、

次いで多い「親子二世代にわたる世帯(高校生以下の子どもがいない)」と合わせて半数以上を占

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．社員向けアンケート調査結果 
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 男女ともに「正規社員」である者が約 9 割を占めた。 

 「正規社員」と回答した方のうち、「管理職」に就いているのは、女性 17.2％、男性 44.2％で、

27 ポイントの男女差があった。 
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 女性にとって働き続けやすい職場だと思うか聞いたところ、「働き続けやすい」または「どちらか

というと働き続けやすい」と回答した方が、女性の 88.0％、男性の 78.5％を占め、女性の方が「働

き続けやすい」または「どちらかというと働き続けやすい」と回答する割合が高かった。 

 Ｒ元調査と比較すると、男女ともに「働き続けやすい」の割合が増加した。 
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 「働き続けやすい」または「どちらかというと働き続けやすい」と回答した方に、その理由（3 つ

まで）を聞いたところ、男女ともに「休暇が取りやすい」または「定時退社が可能である」が上

位であった。 

 Ｒ元調査と比較すると、「休暇が取りやすい」または「定時退社が可能である」が同様に上位を占

め、なかでも「休暇が取りやすい」は男女ともに約 10 ポイント増加した。 

 大きく減少した項目は男女で異なり、女性では「自分のやり方で仕事が進められる」が 8.1 ポイ

ント減少。男性では「待遇･福利厚生が整っている」が 12.2 ポイント減少した。 
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 「働き続けにくい」または「どちらかというと働き続けにくい」と回答した方に、その理由（3 つ

まで）を聞いたところ、女性では「休暇が取りにくい」が 56.1％と最も多く、「⾧時間労働や残業

がある」が 39％、「在宅勤務や時差出勤などの制度が整っておらず家庭との両立が難しい」が

29.3％で続いた。 

 他方、男性では「女性社員がいない、少ない」が 50.8％と最も多く、次いで「休暇が取りにくい」、

「女性の管理職や上司がいない、少ない」がともに 26.2％と多かった。 
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 女性にとって働き続けやすい職場にするために何が必要だと思うか（3 つまで）聞いたところ、

男女ともに「育児や介護のための休暇制度を充実させる」が最も多く、「出産や介護による離職後

の職場復帰支援を充実させる」、「定時退社を推進する」、「休暇制度などを活用しやすい職場の雰

囲気をつくる」が上位を占めた。 

 上位項目における男女差は少ないものの、「休暇制度などを活用しやすい職場の雰囲気をつくる」

に関しては 13.6 ポイントの差があった。 

 Ｒ元調査と比較すると、上位の項目に大きな変化はみられないものの、男性では「出産や介護に

よる離職後の職場復帰支援を充実させる」が 9.9 ポイント減少した。 
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 管理職になりたいかと聞いたところ、「管理職になりたい（なりたかった）」との回答が、女性は

18.4％と少なかったが、男性は 43.3％あった。 

 Ｒ元調査と比較すると、男女ともに「管理職になりたい（なりたかった）」の割合が増加した。 
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 「管理職になりたい（なりたかった）」と回答した方に理由を聞いたところ、男女ともに「給与が

上がるから」が最も多く、「やりがいや責任のある仕事ができるから」、「自分の能力･経験を活か

すことができるから」の順で続いた。 

 Ｒ元調査と比較すると、女性は「やりがいや責任のある仕事ができるから」と「自由裁量の範囲

が増えるから」がともに約 6 ポイント減少した一方、「給与が上がるから」が 6.1 ポイント増加し

た。男性は「自分の能力･経験を活かすことができるから」が 4.5 ポイント増加した。 
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 管理職になりたくないと回答した方にその理由（3 つまで）を聞いたところ、男女ともに「責任

が重くなるのが嫌だから」が最も多く、次いで「自分の能力に自信がないから」、「今のままで不

満はないから」と続いた。 

 男女で大きく異なるのは、「仕事と家庭の両立が困難だから」であり、女性 31.7％、男性 5.9％と

25.8％の差がある。 

 Ｒ元調査と比較すると、ほぼ同様の傾向が見られる。 
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 過去 3 年間にセクシャルハラスメント（セクハラ）を受けたり、見聞きしたことがあるか（全

て）聞いたところ、女性の 8.0％、男性の 1.1％が直接受けたことがあると回答した。 

 Ｒ元調査と比較すると、「セクハラを見聞きしたことがある」と回答した女性が 4.7 ポイント増

加している。 
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 過去 3 年間にマタニティハラスメント（マタハラ）またはパタニティハラスメント（パタハラ）

を受けたり見聞きしたことがあるか（全て）聞いたところ、女性の 2.0％、男性の 1.1％が直接受

けたことがあると回答した。 

 Ｒ元調査と比較すると、あまり大きな変化は見られないものの、「マタハラ・パタハラを直接受け

たことがある」または「マタハラ・パタハラを見聞きしたことがある」と回答したのは、女性は

8.7％から 8.0％と 0.7 ポイント減少しているのに対し、男性は 4.5％から 6.1％と 1.6 ポイント増

加している。 
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 「セクハラを直接受けたことがある」または「マタハラ・パタハラを直接受けたことがある」

と回答した方に、セクハラまたはマタハラ・パタハラを受けた際どのように対応したか（全て）

を聞いたところ、男女ともに「我慢した・誰にも相談しなかった」が最も多く、女性では、「配

偶者に相談した」（25.8％）、「上司に相談した」（19.4％）と続いた。 
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 今あなた（もしくは配偶者）が仮に出産することとなった場合どうしたいか聞いたところ、男女

ともに「育児休業を取得後、現在の職場に復職したい」が最も多く、女性では「子育てのため離

職し、一定期間後正規社員として就職したい」（11.8％）と続き、男性では「育児休業は取得せず、

仕事を続けたい」（28.0％）と続いた。 

 男女とも「子育てのための離職」（「子育てのため離職し、当面働きたくない」、「子育てのため離

職し、一定期間後、正規社員として就職したい」、「子育てのため離職し、一定期間後、非正規社

員として就職したい」の合計）は少なく、女性の 23.3％、男性の 8.2.％であった。育児休業の取

得の有無にかかわらず、「現在の職場」（「育児休業は取得せず、仕事を続けたい」、「育児休業を取

得後、現在の職場に復帰したい」の合計）を選んだ割合が高くなった。 

 Ｒ元調査と比較すると、女性ではほぼ同様の傾向が見られる。男性では「育児休業を取得後、現

在の職場に復職したい」が 18 ポイント増加し、一方で「育児休業は取得せず、仕事を続けたい」

が 16.1 ポイント減少している。 
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 過去 5 年間に育児・介護休業を取得したことがあるか聞いたところ、「取得したことがある」と

答えたのは、女性の 14.0％、男性の 3.9％に留まった。 

 Ｒ元調査と比較すると、「取得したことがある」と回答した方が男女ともに微増している。 
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 育児・介護休業を取得したことがあると回答した方に、取得した制度や取得した際の対応等を

聞いた。 

 取得した制度についてみると、女性の取得者は 48 人のうち 47 人が育児休業で、男性の取得者

11 人全員が育児休業であった。 

 育児休業の平均取得期間は、女性は 12.4 ヶ月で、男性は 3.5 ヶ月であった。 

 代替要員については、女性では 44.9％が「あった」と回答した一方、男性では 9.1％に留まる。 

 職場からの業務に関する情報提供については、女性では 55.1％に留まる一方、男性では 90.9％

が「あった」と回答した。 

 復職時の配置先は、女性の 93.8％、男性の 100.0％が「休業前と同じ部署」であった。 

 仕事と育児・介護の両立のために役立ったもの（全て）について聞いたところ、女性の回答で

は「保育所（介護施設）等の利用」が最も多く、次いで「配偶者との分担」、「育児（介護）休業

等の育児（介護）のための制度」、「親の協力」が 6 割を超えた。 

 仕事と育児・介護の両立のために必要だと思うもの（全て）について聞いたところ、女性の回

答では「配偶者との分担」が最も多く、次いで「保育所（介護施設）等の利用」、「親の協力」が

6 割を超えた。 
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 育児休業または介護休業を取得しなかった方に、取得しなかった理由（3 つまで）について聞い

たところ、女性では「配偶者以外の家族や親族の援助があったから」が 35.7％で最も多く、「保

育施設・介護施設等のサービスの利用ができたから」（28.6％）、「会社に制度がなかったから」

（21.4％）と続いた。男性では「配偶者が育児や介護を担ったから」が 50.0％と最も多く、次

いで「収入が減るから」（31.4％）、「配偶者以外の家族や親族の援助があったから」（27.1％）と

続いた。 
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 子どもの急病時に休みが取りやすいか聞いたところ、男女ともに「容易に休みが取れる」が最も

多かった。 

 Ｒ元調査と比較すると、男女ともに「容易に休みが取れる」が約 10 ポイント増加し、「仕事が忙

しくない場合、あるいは代わりの人がいる場合は休みが取れる」、「休みは取りづらい」がやや減

少している。 
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 子どもの急病時に家族・地域からの支援はあるか（全て）聞いたところ、男女ともに 7 割以上が

「親が助けてくれる」と回答した。 

 Ｒ元調査と比較すると、女性では「地域に行政・公的機関の支援サービスがある」が 6.5 ポイン

ト増加し、男性では「きょうだい・親戚・友人等が助けてくれる」が 9.4 ポイント増加している。 
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 回答者の職場で女性の活躍を推進する上での課題（3 つまで）について聞いたところ、男女とも

「出産や育児で⾧期休業したときの代替要員の確保が困難である」が最も多く、次いで「女性

の人材が不足している」、「経営者や管理職の意識改革が不十分である」と続いた。 

 Ｒ元調査と比較すると、女性ではほぼ同様の傾向が見られる。男性では「女性が担当できる仕

事が限られている」、「出産や育児で⾧期休業したときの代替要員の確保が困難である」、「女性

の意識改革が不十分である」などの項目が減少している一方、「女性の人材が不足している」、

「男性の意識改革が不十分である」、「残業が多く、家庭との両立が難しい」などの項目は増加

している。 
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 女性活躍推進のために期待される行政施策（3 つまで）を聞いたところ、男女ともに「子育て環

境（保育所等）を整備する」、「行政が率先して、女性の活躍推進に取り組む」、「企業における女

性の再雇用の取組を支援する」が上位 3 位を占めた。 

 Ｒ元調査と比較すると、男女ともに「子育て環境（保育所等）を整備する」、「企業における女性

の再雇用の取組を支援する」の回答が大きく減少している。 
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 職場における女性の活躍推進について、自由回答で聞いたところ、以下のような意見があっ

た。 

 

自由意見 

 

 昔はおじいさん、おばあさんと同居で子どもを見てもらえる時代でしたが、今は夫婦と子供とい

う世帯が多くなり仕事との両立が大変だと思います。介護も月 1 回ケアマネージャが訪問される

のに合わせ、時間を作らなければいけないなど、職場の理解なしでは自宅での介護は難しい状況

があります。 

 子育てや介護など女性の家庭内での役割がまだまだ多く、社会に出て男性と同等に働く事がまだ

まだ難しく感じています。もっと育休や介護休が取り易い社会になる事を願います。 

 私は子どもが 2 人おり、親元も頼りやすく職場の休みも取りやすい環境にあります。周りの友達

等も共働きがほとんどです。ですが、親元が遠い人、休みが取りづらい人、職場の理解が得られ

なく離職してしまった人などを聞きます。子育てや介護など理解のある職場づくり、頼れる制

度、支援の充実がもっと広まれば良いなと思います。 

 現在、私の子育てが一段落し親の介護もまだ必要とせず、一番自分自身に時間を使える年齢とい

うか環境です。3 人の子供を育てましたが、やはり 3 人目の出産時、仕事の両立は困難と判断し

離職しました。3 人目が 3 歳になった時、同居していた義父が退職となった機にパートという形

で新しい職場（今の職場）へ就職し、更に 3 年後に正社員となりました。子供達が小学校、中学

校、高校と大きくなっても、やはり定時退社や土日の週休二日制は必要であり、また、急なお休

みが取りやすかったことも仕事の継続へつながったと思います。でも反面では給与面は全く低い

ままであり寂しくも感じます。職場の女性の活躍は会社の理解も必要ですが、生活においての援

助者がいなければ不可能なことだと思います。 

 子育ての時は無我夢中でした。性格上、自分で全てしたいと思う方でしたが、とても一人で育児

は無理です。託せる場所、人をうまく見つけていける方法があるといいかなと思います。 

 職種、職場の人数にもよると思うが、子供が中学生になっても病気になれば心配なので休んで看

病したいです。でも今の職場の上司はそれを心よく受け入れてくれないと感じるので、そういう

点を改善していけば女性は活躍していけると思います。 

 女性自身が管理職になりたい、もっと上を目指したいと思うことが大切であり、そういった社員

に対して会社は支援するべきだと思う。このままでいい、管理職になりたくないと思う女性社員

と、昇給したい女性社員と様々いる中で対応（支援）を分けてもいいと思う。子どもも欲しいけ

ど昇給もしたい。そう思う女性は多いと思います。家族を大切に仕事もきっちりやる。そういっ

た職場環境があると嬉しいです。子育てに理解のある会社だと、もっともっと仕事しよう、出来

るようになりたいと思えます。 

 ひとり親で管理職となった場合、賃金が増すと同時に責任もかかり、仕事の時間（残業）も増え

ると思う。子育ては落ち着いても介護が始まるかもしれない。在宅勤務や時差出勤の制度を進め

ていく為に支援してほしいと思う。管理職としての意識や必要なスキルを学びたいと思う。そう

いうセミナーを開催して頂きたいです。 
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 男性の 60 代の方達は意識改革を推進しても意味がないと思う。女性の活躍に重きを置くのは良い

が、代表、管理職が変わらないと何も変わらないと思います。 

 社会で本当に活躍、出世を考えている女性には惜しみない支援をすべきであると思うし、そこに

男女の差別があってはならないと思う。しかし、業種によっては（私の場合は建設業）、どうして

も男性優位なものもある。例えば単純に腕力であったり、仕事に対するモチベーションであった

り（やはり家計を支えるのは男性の役割という考えが拭いきれない為）する。私の周りでは男性

社員が女性社員の分まで頑張っているように見受けられる場面がある。男女均等は女性の「社会

で働き活躍したい」という意志が重要であり、その大変さを男女関係なく共有することが大切だ

と思うので、支援や制度ばかりが先行するよりも女性も男性も関係なく、社会に出て働き続ける

時代だという啓発も大切だと思う。 

 現在、活躍している女性管理職は男性と同様に⾧時間労働や結婚、育児をしなかった（選ばなか

った、できなかった）女性だと思う。将来の出生率とかを維持するためには、男性も女性も不満

や負担の少ない働き方を考えるべきだと思う。女性の働き方を軽度にすることではなくて、男女

とも同じように働き、日常生活や介護、育児を同じようにすれば良い。 

 フレックス、時短勤務の導入を積極的に行うことによって、育児中、健康上の問題がある女性に

とって働きやすい職場になると思います。 

 経営者、管理職側の意識がまだまだ低いと思います。また、女性にとっても活躍する上でのビジ

ョンが持ちにくい傾向にあると思います。会社の方針、ビジョンを自分ならこうするなど意識の

擦り合わせも必要であり、それを目的としたセミナーなどをしていく事で、させられる側から、

実現、実行していく側になれると考えます。そういった意識、考え方は今まで男性メインで運営

されていた会社を今までにない違う方向に導き、結果として会社を良い方向に進める原動力にな

ると考えます。 

 職場によって違うとは思うが、男性職員が多い職場に関しては女性が働くことが簡単ではないこ

とを理解してほしい。特に休みを取りづらいような雰囲気があるため、取得しづらい。まだまだ

男性主体の考えがあるので、働きづらさやストレスを抱えることが多い。 

 職場における女性への理解は進んでいるが、慢性的な人不足が問題になっており、休んだ場合の

交代が居ないため結果的に休みづらくなっている。 

 週休 2 日制がどこの企業もできるような取り組みをしていただきたい。50 歳で 1 日 8 時間以上週

6 勤務は大変きつい。だけど定年まで働かないとやっていけない。 

 会社上席者がもう少し会社の状態を知り、人事異動や採用計画等を立て、状態にあった人員配置

を行うことが最終的には女性活躍の場を作ることに繋がると思う。 

 PR や意識改革よりも、欠員補充をしてほしい。やらなければいけない仕事量は変わらないのに、

人が減れば負担は増える。さらに短いスパンで勤めてもらう人の確保は難しい。そうなると周り

の職員の負担が増え不満がマタハラに繋がっていくと思う。 

 職場や家庭、行政など様々な協力がないと両立は出来ない。給料が安いと行政の支援サービスま

で受けられない。 

 男尊女卑、年功序列が残る職場。女性の非正規職員も職場の運営に大きく貢献しているが、特に

評価されるわけではないのでモチベーションも上がらない。 
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 28 年前に当時、勤務していた会社で初めての育休を取りました。私に続いて後輩達が育休を取得

しましたが、男性経営者から「育休を取得した者は感謝しろ」と言われていました。それから数

年経っても、男性の受けとめ方は何一つ変わっていません。 

 男性の方が勿論、力的に合う林業なので無理に推進しなくても良いとは思いますが、受け入れて

もらい働いてみて、森林施業プランナーなどの道は女性も目指しやすいです。ただ、給与と仕事

のきつさのバランスがとれていない業界なので、若い男性がいないから女性推進となるのではな

く、男女かかわらず安心して将来を描ける仕事になってほしいと思います。 

 外で仕事をこなしながら、家庭でもほぼ全てのタスクを担う女性が多いという状況は明らかに不

公平です。それが女性の活躍を阻む大きな要因の一つではないでしょうか。必要なのは「男性の

意識改革」です。家事も育児も介護も手伝うものでなく、共に担うべきものだと思います。女性

に任せきりにするのではなく、家庭の一員としての役割を主体的に果たすことが男女双方にとっ

て良いことではないでしょうか。制度や環境を整えていくことも大事ですが、個人の意識を変え

ていくことが職場における女性の活躍推進につながると考えます。 

 福祉の世界では女性優位な部分も多く、男性の肩身が狭い。女性、男性と偏らず、1 人の人間とし

てみる社会であることを願いたい。ジェンダーという言葉の意味を理解して本質で感じている方

がどれほどいるのか。その人、その人の意思や能力が適切に社会に生かせると嬉しいです。 

 女性が職場で活躍するには、家族（主に配偶者）の理解が大前提で、問 19②はセミナーに参加す

る配偶者の方は既に理解があると思いますし、セミナー等に参加しない配偶者の方をどうするか

を考えていかないと意味がないのではと思います。 

 家事、育児、介護など日常生活の中で女性に求められることや、心理的負担になることが多い。

それらについて、女性、母、嫁だからではなく、人、大人、親、家族として誰もが受け止め共

有、協力し合えるようになっていくことを願います。 

 経営者の意識が変わらないと何をしても意味がないので、行政は経営者の意識を変える事に注力

してほしい。 

 職業上、性差による得手不得手が存在する以上、会社単位ではなく行政が主導して改革を行うべ

き。 

 給与所得の向上は必要だと思います。子どもを預ける、預けないの選択が出来るためです。ま

た、「子どもを預けない」を選択しても再雇用、もしくは他の職業につける取り組みがこれからの

課題だと思います。 

 月経の重さは人それぞれではあるが、自分は座っているだけでも辛い。月経休暇、最低 1 日は取

ることと決められていたら休みやすい。メンタルも体調も不調ではいつもの業務もやりづらい。 

 個々の仕事量の多さに偏りがあるので、会社全体で仕事を分担することで負担を少なくし、女性

も働きやすいような環境を作れるような体制を整えてほしい。 

 女性活躍推進には職場全体の理解、家族の理解は必要だと思います。仕事だけするのであれば、

女性活躍推進はもっとはやく浸透していると思いますし、家庭生活での協力体制や理解を得られ

れば女性活躍はもっと推進されると思います。 

 わかってはいるけどそうできない上司や男性社員が多いと思います。相談できる場が増えること

を願っています。 
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 現場作業では体力の劣る女性では役に立たない事(重量物扱い、危険な作業等)が多い。しかし中

小企業では仕事を細分化するほど人員を雇う余裕はない。必然的になんでも出来る男性を雇用す

る事になる。中小企業にも利益が上がる経済的な構造改革が必要。 

 企業それぞれによるかもしれませんが、負担だけ増える「女性の活躍」に女性自身がどう考える

か疑問が残ります。まだまだ働き続けたい理由の欄の項目が当たり前のこととなるのが優先で、

自分の職場の雰囲気を作るために頑張っていきたいと感じました。 

 女性にしても男性にしても、⾧期休暇を取られると周りに皺寄せが来る。そこが改善しないから

休暇が取り難い環境になっていると思われる。また定時で退社されるのは良いが、そうなると仕

事が制限されてしまい、活躍の場も限定されると思われる。 

 男女で差がない仕事で待遇や給与の差をつけるのはよくないが、男性に向く仕事、女性に向く仕

事がある事を理解せずに、男女平等で同じ仕事をさせるのも良くないと思う。 

 女性も男性もイキイキと働ける社会になると良いと思っています。 

 男性視点にはなりますが、女性の活躍場所が能力以上に行き過ぎることのないように慎重に取り

組んでいただきたい。 
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女性活躍推進の課題と期待される行政施策については、経営者向け、社員向けともにほぼ同じ設問

とした。そこで両者を比較する。 

 ３者ともに「出産や育児で⾧期休業したときの代替要員の確保が困難である」、「女性の人材が

不足している」が、上位 2 位を占めた。 

 経営者では、「経営者や管理職の意識改革が不十分である」、「男性の意識改革が不十分である」

が、女性社員、男性社員と比べて少なく、約 10 ポイントの差がある。 

 女性社員では、「女性が担当できる仕事が限られている」「女性の人材が不足している」が、経

営者、男性社員と比べて少なく、5 ポイント以上の差がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．経営者と社員の比較 



62 

 

 経営者では、「子育て環境（保育所等）を整備する」、「行政が率先して、女性の活躍推進に取り

組む」、「女性活躍の先進事例・メリット等の情報を企業に提供する」が上位となった。 

 女性社員、男性社員では、「男性の家事・育児・介護の参画を促すセミナーを実施する」、「企業

における女性の再雇用の取組を支援する」が、経営者と比べて割合が高くなっている。 

 女性社員では、「女性の健康課題への対応の重要性について企業への啓発を行う」が、経営者、

男性社員と比べて割合が高くなっている。 
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【資料編１】アンケート調査票 
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【資料編２】経営者向けアンケート集計結果 
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【資料編３】社員向けアンケート集計結果 
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